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研究成果の概要（和文）：本研究では教育経済学と行動経済学双方の知見に基づき、日本の大学の社会科学系学
部において①数学のリメディアル教育への参加促進ナッジの効果の検証と、②数学のリメディアル教育そのもの
の効果を検証した。研究実施期間の間で、日本の私立大学Aの社会科学系学部において、2019年度・2022年度新
入生対象に調査・介入を実施した。これまで収集したデータを使用した分析結果によると、有意水準10%のレベ
ルで、先輩からの手紙は入学前数学補習授業の受講率を向上させていた。また、有意水準10%のレベルで、入学
前数学補習授業を受講した者はそうでない者と比較し、学部の「統計学」の授業の受講率が向上していた。

研究成果の概要（英文）：Based on economics of education and behavioral economics, this study 
examines the effects of (1) a nudge to promote participation in remedial education in mathematics 
and (2) remedial education in mathematics itself at a faculty of social sciences at Japanese 
university. During the period of the study, surveys and interventions were conducted for freshmen in
 the academic years 2019 and 2022 at a faculty of social science of a private university in Japan. 
According to the preliminary results based on the data collected so far, letters from seniors 
increased the probability of taking pre-entrance mathematics classes. In addition, those who took 
pre-entrance math classes were more likely to take undergraduate "statistics" classes compared to 
those who did not. These results are statistically significant at the 10 level. 

研究分野：教育経済学
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研究成果の学術的意義や社会的意義
米国の大学のリメディアル教育には長い歴史があり、その効果についての実証分析も多く存在する。昨今日本で
も多くの大学で様々なリメディアル教育が実施されているが、その効果を検証する厳密な実証分析はほとんど実
施されていない。本研究の分析によると、補習授業の受講を促す先輩からの手紙は、入学前の数学補習授業の受
講に有効である可能性がありそうなこと、社会科学系の学部で入学前の数学の補習授業を行うことで「統計学」
等の数学を必要とする授業の受講や単位取得を促進する可能性がありそうなことが示唆された。これらの分析結
果は日本や他国の数学やその他科目のリメディアル教育の効果的な実施のために参考にできる知見である。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
 
日本の大学の社会科学系学部では、数学が必要な授業が多いものの数学は入試では必須では
ないことが多い。そのため、多くの学生が数学の基礎学力不足で入学し、そのことが入学後の課
題となっている。昨今は日本でもリメディアル教育の必要性が認識され、様々なリメディアル教
育が導入されてきているが、今回は特に日本の数学のリメディアル教育の効果の検証を行いた
いと考えた。 
米国の大学のリメディアル教育には長い歴史があり、同国ではリメディアル教育の効果につ
いての実証分析も多く存在する。米国ではプログラムの学業成績への正の成果を示す研究
(Lazarick, 1997)がある一方、学業成績や労働市場成果に有意な効果無しとする研究もある
(Martorell & McFarlin Jr., 2011)。類似研究として、Jacob, Dynarski, Frank & Shneider(2017)
は大学進学準備のための上級クラス必修のカリキュラムは大学選抜試験の理科にのみ正の影響
があったと述べている。 
日本でも大学の大衆化や少子化、大学入試の多様化に伴い、大学入学者の基礎学力低下が叫ば
れるようになり、2005 年頃以降高等教育のリメディアル教育に注目が集まってきた（岩崎, 2012 
他）。今や日本の多くの大学で様々な教科のリメディアル教育が実施されているが、その効果に
ついての厳密な実証分析はほとんど実施されておらず、効果的なリメディアル教育の実施方法
も十分明らかになっていない。また、日本の大学におけるリメディアル教育（数学）の効果の厳
密な実証分析はこれまで存在しない。さらに、日本では大学教育におけるナッジ（nudge）の研
究もほとんどない。そのため、本研究はこれらの空白を埋めることに貢献できる。本研究では数
学のリメディアル教育の認知能力、非認知能力両方への効果を検証し、日本や他国の大学のカリ
キュラムやリメディアル教育、高等教育政策の参考になる知見を生み出したいと考えた。 
 
２．研究の目的 
 
本研究の目的は、教育経済学と行動経済学双方の知見に基づき、日本の大学の社会科学系学部
において、①数学のリメディアル教育への参加促進ナッジ（nudge）の効果の検証と、②数学の
リメディアル教育そのものの効果を検証することである。具体的には、参加促進ナッジが「数学
のリメディアル教育の受講率を向上させることができたか」、「数学のリメディアル教育がその
後の受講科目や成績、非認知能力にどのように影響を与えたか」を検証した。 
 
３．研究の方法 
 
 本研究では当初日本の私立大学の社会科学系学部の 2019・2020 年度の新入生を分析対象とし
ていたが、新型コロナ等の影響で、分析対象を 2019・2022 年度の新入生に変更し、2022 年度ま
でプロジェクトを延長した。 
本研究では 2019 年度・2022 年度入学者を対象にランダム化比較試験を実施し、アンケート調
査から得られたデータを分析する。データ分析では重回帰分析や操作変数法を活用した。 
研究目的①「数学のリメディアル教育への参加促進ナッジ（nudge）の効果の検証」について
は Castleman & Page（2015）を参考に立案した参加促進ナッジ、「同じ学部の先輩が数学のリメ
ディアル教育への参加を促す手紙を送る」ことをランダム化し、参加促進ナッジの効果を検証し
た。研究目的②については、大学の数学の補習授業が与える、（a）認知能力（GPA 等）、（b）非
認知能力（Big 5、Grit 等）への影響を検証する。Big 5 は性格 5 因子（外向性、協調性等）、
Grit は長期的な課題をやり抜く力を測る指標で(Gosling, Peter, William, & Swann, 2003; 
Duckworth, Peterson, Matthews, & Kelly,2007)、約 10 の質問で測ることができ、心理学や経
済学で広く活用されている。 
 各年度の具体的な研究の作業を説明すると、2018 年度は介入・調査のデザイン・準備を実施
し、調査対象学部で 2019 年度新入生対象の（対面の）入学前数学補習授業が実施された際に、
264 名に介入し、アンケート調査を実施した。 
2019 年度は 2020 年度新入生対象の介入・調査の準備を行ったが、新型コロナの影響で、介入・
調査は中止した。2020 年度も新型コロナの影響と研究代表者の休業のため、2020 年度新入生対
象の調査・介入は行わなかった。 
2021 年度から 2022 年度初頭にかけて、2022 年度新入生対象の介入・調査の準備を進め、249
名を対象に介入を実施し、アンケート調査を実施した。なお 2022 年度新入生対象の入学前数学
補習授業は対面では実施されずオンデマンドで実施された。 
2022 年度は 2019 年度新入生対象にフォローアップ調査を実施し、GPA や単位取得した授業、
Grit 等についてアンケート調査で回答してもらった。 
 
 



４．研究成果 
 
上述の通り、これまで 2019 年度・2022 年度新入生対象に介入・調査を実施してきた。2019 年
度新入生については、対象学部の入学予定者 264 名からランダムに選ばれた 132 名に数学の補
習授業への参加を促す先輩からの手紙を送った。2022 年度新入生については対象学部の入学予
定者 249 名からランダムに選ばれた 125 名に数学の補習授業への参加を促す先輩からの手紙を
送った。また手紙送付と同じ時期にそれぞれ第一回アンケート調査も実施し、2019 年度新入生
は 75 名が回答、2022 年度新入生は 38 名が回答した。 
さらに 2022 年度は 2022 年 12 月から 2023 年 3 月にかけて 2019 年度新入生（2022 年度はその
大半が 4年生）対象にフォローアップ調査を実施し、62 名が回答した。 
2019 年度入学者対象に収集したデータ分析結果によると、有意水準 10%のレベルであるが、入
学前数学補習授業の受講を促す先輩からの手紙は入学前数学補習授業の受講率を向上させてい
た。またこちらも有意水準 10%のレベルであるが、入学前数学補習授業を受講した者は、そうで
ない者と比較し、学部の「統計学」の授業の単位取得率が向上していた。このように、先輩から
の手紙は入学前の数学補習授業の受講に有効である可能性がありそうなこと、社会科学系の学
部で入学前の数学の補習授業を行うことで「統計学」等の数学を必要とする授業の受講や単位取
得を促進する可能性がありそうなことが示唆された。 
一方、入学前数学補習授業の受講と「マクロ経済学」、「ミクロ経済学」、「社会科学のための数
学」、「社会科学のためのデータ分析」の受講には有意な結果が認められなかった。さらに、入学
前数学補習授業の受講と GPA、演習科目（ゼミ）の単位取得、卒業論文執筆、Grit 等には有意な
結果が認められなかった。様々なアウトカムで有意な結果がでなかったのは、サンプル数が少な
かったことも影響しているのではないかと考えられる。 
今後の予定として、2023 年度 7月に 2022 年度入学者のフォローアップ調査を実施し、全体の
サンプル数をさらに増やし、2023 年度中に分析結果の学会発表と論文化を行いたい。 
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